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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

  

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 
自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日 

自平成17年４月１日

至平成17年９月30日

自平成18年４月１日

至平成18年９月30日

自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日 

自平成17年４月１日

至平成18年３月31日

売上高 (百万円) 52,072 52,620 55,156 101,205 105,721 

経常利益 (百万円) 4,219 3,411 3,721 5,241 4,509 

中間(当期)純利益 (百万円) 2,794 2,313 2,796 3,257 2,907 

純資産額 (百万円) 41,068 45,706 51,057 41,890 48,723 

総資産額 (百万円) 108,990 117,224 123,342 111,556 120,345 

１株当たり純資産額 (円) 408.42 454.72 500.92 416.21 484.35 

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) 27.79 23.02 27.83 31.91 28.46

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 37.7 39.0 40.8 37.6 40.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,356 1,930 4,318 6,882 5,627

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,787 △3,159 △1,040 △4,867 △5,503

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,254 436 △2,338 △1,374 △983

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,432 6,124 7,299 6,801 6,345

従業員数 (人) 2,315 2,359 2,418 2,346 2,351 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

３．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号)を適用しております。 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

  

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 
自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日 

自平成17年４月１日

至平成17年９月30日

自平成18年４月１日

至平成18年９月30日

自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日 

自平成17年４月１日

至平成18年３月31日

売上高 (百万円) 30,003 29,776 30,350 57,894 58,365 

経常利益 (百万円) 2,569 2,417 2,459 2,520 2,787 

中間(当期)純利益 (百万円) 1,519 1,569 1,598 1,478 2,206 

資本金 (百万円) 9,248 9,248 9,248 9,248 9,248 

発行済株式総数 (株) 100,761,988 100,761,988 100,761,988 100,761,988 100,761,988 

純資産額 (百万円) 38,558 41,431 43,518 38,593 43,287 

総資産額 (百万円) 87,527 94,452 98,362 89,969 96,726 

１株当たり純資産額 (円) 383.23 411.96 432.86 383.26 430.08 

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) 15.10 15.61 15.90 14.28 21.55

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 4.00 4.00 4.00 9.00 8.00 

自己資本比率 (％) 44.1 43.9 44.2 42.9 44.8 

従業員数 (人) 961 952 961 954 936 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

３．第79期の１株当たり配当額９円は、創立85周年記念配当１円を含んでおります。 

４．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号)を適用しております。 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

香料事業 2,418 

その他の事業 ― 

合計 2,418 

(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの 

出向者を含む。)であります。 

従業員数(人) 961 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、順調な企業収益や設備投資の増加により、緩やかな回復基調で推移い

たしました。一方、世界経済では、原油価格高騰や金利上昇の影響が懸念されましたが、米国経済は堅調に推移し、

中国・アジア経済も成長が続き、景気回復が持続いたしました。 

香料業界では、原料価格上昇の影響を受けながら、国内外の競合会社との厳しい競争状況が続いております。 

このような中、当社グループはこの４月より始動しました中期経営計画『プログラムＧ３』に基づき、「グローバ

ル市場でのトップクラス香料会社」を目指して、世界23カ国における堅固なグローバル連結経営により、事業活動を

推進いたしました。 

当中間連結会計期間の売上高は、当社及び海外子会社が伸長したことにより、前年同期比4.8％増の55,156百万円

となりました。部門別では、フレーバー部門は、国内は飲料向け等が低調となりましたが、他方、海外では米欧アジ

アと広く好調に推移し、34,684百万円(前年同期比2.1％増)となりました。フレグランス部門は、米欧が順調に推移

し、11,381百万円(前年同期比5.2％増)となりました。アロマケミカル部門は、メントール等が伸び、4,327百万円

(前年同期比 11.9％増)となりました。ファインケミカル部門は、医農薬中間体が大きく増加し、3,963百万円(前年

同期比24.9％増)となりました。その他不動産部門は、799百万円(前年同期比0.7％減)となりました。 

利益面では、原料価格上昇等の影響はあったものの、米欧アジアの海外子会社が利益を拡大したことにより、営業

利益は前年同期比10.8％増の3,698百万円、経常利益は前年同期比9.1％増の3,721百万円、そして、中間純利益は前

年同期比20.9％増の2,796百万円となりました。 

事業の種類別セグメントは、香料事業は上記の通り、売上高は54,357百万円(前年同期比4.9％増)、営業利益は

2,963百万円(前年同期比13.3％増)となりました。その他の事業は、売上高は799百万円(前年同期比0.7％減)とな

り、営業利益は734百万円(前年同期比1.6％増)となりました。 

所在地別セグメントは、日本は、売上高は前年並みの36,767百万円（前年同期比0.1％減）でしたが、原価増等に

より営業利益は2,409百万円（前年同期比3.3％減）となりました。北米は、フレーバー部門の業績伸長により、売上

高は8,826百万円（前年同期比12.0％増）、営業利益は452百万円（前年同期比83.7％増）となりました。欧州は、フ

レーバー子会社を中心に順調に推移し、売上高は6,746百万円（前年同期比 15.0％増）となり、営業利益は428百万

円（前年同期比4.4％増）となりました。アジアは、シンガポール子会社が特に好調に推移し、売上高は2,815百万円

（前年同期比37.5％増）、営業利益は、300百万円（前年同期比 112.0％増）となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による資金の増加が、

投資活動及び財務活動による資金の減少を上回ったことにより、前連結会計年度末に比べて954百万円増加し、7,299

百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、4,318百万円（前年同期1,930百万円の増加）となりま

した。これは主に、税金等調整前中間純利益が3,954百万円（前年同期3,668百万円）と増加したこと、また、仕入債

務が2,916百万円増加（前年同期696百万円増加）したためであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、1,040百万円（前年同期3,159百万円の減少）となりま

した。これは主に、有形固定資産の取得による支出が1,190百万円（前年同期3,179百万円）と減少したためでありま

す。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、2,338百万円（前年同期436百万円の増加）となりまし

た。これは主に、長短借入金の返済による支出が増加したためであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) １．金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

受注生産を行わず、すべて見込生産によっております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

香料事業 44,995 113.1 

合計 44,995 113.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

香料事業 54,357 104.9 

その他の事業 799 99.3 

合計 55,156 104.8 

 (注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．主要な販売先コカ・コーラ ナショナルビバレッジ株式会社への販売実績は、7,086百万円であり、総

販売実績に対する割合は、12.8％であります。 



３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、今期よりスタートした中期経営計画『プログラムＧ３』に則り、グローバ

ルマーケットを視野において、飲料、食品用香料及び香粧品香料の開発を進めるとともに香料周辺科学に関する研究

活動や医薬や工業薬品関連製品、機能性材料の開発研究を行ってまいりました。また、その為の体制整備の一環とし

て、研究開発及び他部門間の共同作業によるプロジェクト化、集中化を推進し、差別化技術の強化を図るとともに研

究開発活動の効率化と企業化のスピードアップを実現する目的で、従来、各事業本部に所属していた研究機能を一元

化するべく、研究開発本部を設立いたしました。 

研究開発本部では、各国の市場特性に合ったビジネス展開を図るためのGSPC（Global Strategy  Planning 

Committee）機能と連携しながら、グローバルな市場からの要求に応える新商品の開発、および、今後の市場をにらん

だ次世代新技術の開発に取り組んでおります。 

その一方で、科学技術分野の振興促進を目指した活動も継続しております。当社社外取締役である野依良治理化学

研究所理事長が平成13年ノーベル化学賞を受賞されたことを記念して、平成15年より高砂香料国際賞「野依賞」を設

けておりますが、第5回受賞者はD.A.Evans教授に決定し、平成19年２月22日に開催される第70回有機合成化学協会通

常総会で賞状や盾、賞金が授与される予定となっています。 

当社が創立80周年を迎えた平成12年よりフレーバー、フレグランス、ファインケミカルの各分野において毎年、高砂

シンポジウムを開催しておりますが、前期のフレーバー分野のシンポジウムに引き続き、当期はフレグランス分野の

シンポジウムを11月21日に開催致しました。 

  

(１)フレーバー部門 

当部門は飲料用フレーバーの開発を中心に加熱フレーバーや乳製品フレーバーの開発等、各種のフレーバーや食品

素材の開発を行ってまいりました。特に当期は珈琲、緑茶飲料用フレーバーの開発に力を入れ、珈琲用フレーバーの

開発をより一層効率化するべく、研究体制の整備を行うと共に、茶系飲料用フレーバーのトップシェアを目指した研

究開発を継続してまいりました。一方、調理食品用フレーバーの開発や、粉末、乳化形態のフレーバー製造技術の開

発研究にも力を注ぐとともに、発酵法による新規天然フレーバー素材の開発や食品中より見出した食品用機能性素材

の開発など基礎技術の拡充を図ってまいりました。また、薄膜濃縮装置を活用したフレッシュフレーバーの開発や新

規抽出技術の応用など新規分離、濃縮、精製技術の導入によるフレーバーの多様化を推進してまいりました。得意先

に対しては、開発段階からの参画、対応のスピードアップを心がけ、顧客の中国、東南アジアへの進出に即応するた

め、シンガポール、上海のフレーバー研究を強化してまいりました。同時に顧客や消費者の食品や香料への安全性を

求める動きに対応するため、天然香料の開発やフレーバーの安全性確保に努めるとともに国際規格「ISO/IEC 17025」

を取得して、さらなる安全確認体制を構築し、対応してまいりました。 

  

(２)フレグランス部門 

当部門は調合香料事業における得意先ニーズに合った創香開発と選出による販売支援活動の徹底に力を注ぎ、化粧

品香料をはじめ室内芳香剤、浴剤、シャンプー、洗剤用香料等の創香研究とともに、香料を科学的側面から追求し、

基材に対して安定な香料の開発や嗅覚疲労を起こさない香料や悪臭対策香料の開発を行ってまいりました。 

そのほかにも、冷温寒剤、抗菌活性や消臭効果を持つ素材など、新規化粧品関連機能性素材の開発に力を注いでま

いりました。 

TRIFOILシステムを導入することにより顧客対応のスピードアップ、データの拡充、共有化と標準化、法規対応およ

び安全性確保、グローバル対応等を推進してまいりました。グローバル化する得意先への対応としてミッションチー

ムによる集中的アプローチや共同創香、共同評価方法の導入を行うなど、日米欧に拠点を持つフレグランス研究部門

の協力により、スピードアップと密接化を図ってまいりました。 

また「においの生理、心理的効果」に関する研究分野では研究成果を官能評価や嗜好性調査に活用し、新商品開発



に応用してまいりました。 

  

(３)アロマケミカル部門 

当部門は香料用新規素材の開発を中心に研究を行っておりますが、香料の天然らしさを追求するために、当社グル

ープのコア技術である不斉合成反応を応用し、天然香料中に存在する不斉単品香料を選択的に合成する事によって、

花の香りや果物の香りをより天然に近づけることに成功しております。 

また、安定な香料化合物の開発や徐放性香料物質の開発、温感剤、冷感剤の新規品開発と、セラミドや冷温感剤の

アプリケーション検討を行ってまいりました。さらに、触媒反応を有効に活用したメントールをはじめとするテルペ

ン化合物の新規合成法の確立を目指した研究を行ってまいりました。 

  

(４)ファインケミカル部門 

当部門は遷移金属錯体触媒を用いた反応を駆使することで、光学活性医薬中間体や生理活性物質の開発をはじめ、

有機光導電性化合物（OPC）の開発を行ってまいりました。すなわち、BINAPやSEGPHOS等自社で独自に開発した配位子

を組み込んだ不斉金属錯体触媒を有効活用し、光学活性医薬中間体や生理活性物質などの効率的製造法の開発に力を

注いでまいりました。一方、遷移金属錯体設計技術は、不斉合成以外の分野にも展開し、新規アリールアミノ化反応

による有機光導電性化合物（OPC）の効率的製造法を開発すると共に、有機LED用化合物設計にも生かされておりま

す。 

新規不斉合成反応を開発する上で欠かせない新規不斉合成用触媒の探索研究を引き続き行うとともに、医薬品の製

造および品質管理に欠くことのできないcGMP体制の強化を図ってまいりました。 

  

研究開発活動は神奈川県平塚市にある当社の研究開発本部229名のスタッフを中核に、北米、欧州、アジア各地の海

外子会社の研究所272名および国内子会社の研究所16名のスタッフとの連携で行ってまいりました。 

当社グループの研究開発費はすべて香料事業であり、その総額は4,062百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

  

(注) TEGはドイツのTakasago Europe G.m.b.H.の略称であります。 

会社名 
事業所名 

所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 
投資予定金額 

資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了 

TEG 
本社・工場 

Zuelpich, 
Germany 

香料事業
フレーバー 
工場 

366 1 自己資金
平成18年
９月 

平成19年 
９月 

年 間 1,500
トンの増産 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 
  

     該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

種類 発行可能株式総数 (株) 

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 100,761,988 100,761,988
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 100,761,988 100,761,988 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 100,761,988 ― 9,248 ― 8,355 



(4) 【大株主の状況】 
平成18年９月30日現在 

(注) 上記の所有持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社           8,016千株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社             2,064千株 

  住友信託銀行株式会社                      280千株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６-６ 9,140 9.1 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８-11 8,016 8.0

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 4,984 4.9 

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18-６ 3,754 3.7 

中江産業株式会社 
大阪市中央区本町２丁目１-６
堺筋本町センタービル８階 

3,603 3.6

株式会社紀陽銀行 和歌山市本町１丁目35 2,359 2.3 

住友信託銀行株式会社 
（常任代理人 日本トラスティ・サー 
 ビス信託銀行株式会社） 

大阪市中央区北浜４丁目５-33
（東京都中央区晴海１丁目８-11） 

2,280 2.3 

モルガンスタンレーアンドカンパニー
インターナショナルリミッテッド 
（常任代理人 モルガン・スタンレー
証券株式会社） 

25  Cabot  Square,  Canary  Wharf, 
London E14 4QA England 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20-３ 
 恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

2,149 2.1

株式会社みずほ銀行 
（常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１-５
（東京都中央区晴海１丁目８-12） 

2,137 2.1 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11-３ 2,064 2.0

計 ― 40,489 40.2 



(5) 【議決権の状況】 

  

① 【発行済株式】                          平成18年９月30日現在 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が17,000株(議決権17個)含まれております。 

２．「単元未満株式」欄には、当社保有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。 

自己保有株式            797株 

相互保有株式  南海果工株式会社  636株 

  

② 【自己株式等】                          平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区 分 株式数(株) 議決権の数(個) 内 容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式） 
普通株式 223,000

― ― 

（相互保有株式） 
普通株式 117,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,601,000 99,601 ― 

単元未満株式 普通株式 820,988 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 100,761,988 ― ― 

総株主の議決権 ― 99,601 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
高砂香料工業株式会社 

東京都大田区蒲田 
５丁目37番１号 

223,000 ― 223,000 0.22

（相互保有株式） 
南海果工株式会社 

和歌山県日高郡 
日高川町土生1181番 

117,000 ― 117,000 0.12

計 ― 340,000 ― 340,000 0.34 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最 高(円) 635 629 570 563 592 589 

最 低(円) 596 517 493 509 534 548 



第５ 【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金     6,163   7,338    6,384  

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５   22,880   24,041    21,812  

 ３ たな卸資産     27,491   29,789    28,339  

 ４ 繰延税金資産     1,502   1,239    1,136  

 ５ その他     811   1,196    989  

   貸倒引当金     △151   △141    △127  

   流動資産合計     58,698 50.1  63,464 51.5   58,535 48.6

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産 
※１ 
※２         

  (1) 建物及び構築物   20,307    21,076   21,506    

  (2) 機械装置及び運搬具   9,314    9,249   9,287    

  (3) 工具器具備品   1,687    1,771   1,739    

  (4) 土地   5,320    5,306   5,307    

  (5) 建設仮勘定   2,115 38,745  617 38,021  700 38,541  

 ２ 無形固定資産     348   536    487  

 ３ 投資その他の資産                

  (1) 投資有価証券   17,695    19,475   20,915    

  (2) 出資金   382    410   442    

  (3) 繰延税金資産   ―    227   195    

  (4) その他   1,459    1,321   1,359    

    貸倒引当金   △106 19,431  △114 21,320  △132 22,780  

   固定資産合計     58,525 49.9  59,878 48.5   61,809 51.4

   資産合計     117,224 100.0  123,342 100.0   120,345 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

 １ 支払手形及び買掛金 ※５   10,885   13,094    10,156  

 ２ 短期借入金 ※２ 
※６   24,367 22,296   22,837 

 ３ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金 

※２   3,528 2,925   2,562 

 ４ 一年以内に償還予定の 
   社債     450 600   600 

 ５ 未払法人税等     498   1,498    493  

 ６ 繰延税金負債     87   57    70  

 ７ その他     6,684   7,734    7,008  

   流動負債合計     46,501 39.7  48,207 39.1   43,728 36.3

Ⅱ 固定負債                

 １ 社債     1,825   1,900    2,200  

 ２ 長期借入金 ※２   9,920   9,601    11,069  

 ３ 繰延税金負債     2,089   2,835    3,413  

 ４ 退職給付引当金     8,880   8,718    8,867  

 ５ その他     1,615   1,023    1,615  

   固定負債合計     24,331 20.7  24,078 19.5   27,166 22.6

   負債合計     70,833 60.4  72,285 58.6   70,894 58.9

(少数株主持分)                

  少数株主持分     684 0.6  ― ―   726 0.6

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     9,248 7.9  ― ―   9,248 7.7

Ⅱ 資本剰余金     8,357 7.1  ― ―   8,357 7.0

Ⅲ 利益剰余金     22,484 19.2  ― ―   22,676 18.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     7,792 6.7 ― ―   9,427 7.8

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2,085 △1.8  ― ―   △886 △0.7

Ⅵ 自己株式     △91 △0.1  ― ―   △100 △0.1

   資本合計     45,706 39.0  ― ―   48,723 40.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計     117,224 100.0 ― ―   120,345 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

 １ 資本金     ― ―  9,248 7.5   ― ―

 ２ 資本剰余金     ― ―  8,357 6.8   ― ―

 ３ 利益剰余金     ― ―  25,025 20.3   ― ―

 ４ 自己株式     ― ―  △111 △0.1   ― ―

   株主資本合計     ― ―  42,520 34.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

 １ その他有価証券 
   評価差額金     ― ― 8,516 6.9   ― ―

 ２ 為替換算調整勘定     ― ―  △704 △0.6   ― ―

   評価・換算差額等合計     ― ―  7,812 6.3   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ―  725 0.6   ― ―

   純資産合計     ― ―  51,057 41.4   ― ―

   負債純資産合計     ― ―  123,342 100.0   ― ―

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

百分比
(％) 

金 額

(百万円) 
百分比
(％) 

金 額 
(百万円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     52,620 100.0  55,156 100.0   105,721 100.0

Ⅱ 売上原価     36,432 69.2  37,713 68.4   74,249 70.2

売上総利益     16,188 30.8  17,443 31.6   31,472 29.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   12,849 24.5  13,745 24.9   26,805 25.4

営業利益     3,338 6.3  3,698 6.7   4,666 4.4

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   14    21   37    

２ 受取配当金   136    169   204    

３ 為替差益   52    ―   136    

４ 持分法による投資利益   1    30   ―    

５ その他   194 399 0.8 156 378 0.7 319 698 0.7

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   250    232   503    

２ 為替差損   ―    40   ―    

３ その他   76 327 0.6 81 354 0.6 352 855 0.8

経常利益     3,411 6.5  3,721 6.8   4,509 4.3

Ⅵ 特別利益                

１ 固定資産売却益 ※２ 8    ―   10    

２ 投資有価証券売却益   292    256   645    

３ 貸倒引当金戻入   ― 301 0.6 10 267 0.5 ― 656 0.6

Ⅶ 特別損失                

１ 固定資産処分損 ※３ 30    34   332    

２ 投資有価証券評価損   13    ―   13    

３ その他   ― 44 0.1 ― 34 0.1 38 384 0.4

税金等調整前 
中間(当期)純利益     3,668 7.0 3,954 7.2   4,781 4.5

法人税、住民税及び 
事業税   219   1,228 394   

法人税等調整額   1,101 1,320 2.5 △93 1,135 2.1 1,444 1,838 1.7

少数株主利益     33 0.1  21 0.0   34 0.0

中間(当期)純利益     2,313 4.4   2,796 5.1   2,907 2.8

          



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

［中間連結剰余金計算書］ 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額

(百万円) 
金 額 
(百万円) 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高    8,357  8,357

Ⅱ 資本剰余金増加高       

 １ 自己株式処分差益   0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高    8,357  8,357

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高    20,721  20,721

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間(当期)純利益   2,313 2,313 2,907 2,907

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   502  905  

２ 役員賞与   47 550 47 952

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高    22,484  22,676

        



［中間連結株主資本等変動計算書］ 

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 9,248 8,357 22,676 △100 40,182 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △402   △402 

 役員賞与(注)     △45   △45 

 中間純利益     2,796   2,796 

 自己株式の取得       △11 △11 

 自己株式の処分   0   0 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 2,349 △10 2,338 

平成18年９月30日残高(百万円) 9,248 8,357 25,025 △111 42,520 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 9,427 △886 8,541 726 49,450 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)         △402 

 役員賞与(注)         △45 

 中間純利益         2,796 

 自己株式の取得         △11 

 自己株式の処分         0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △911 181 △729 △1 △730 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △911 181 △729 △1 1,607 

平成18年９月30日残高(百万円) 8,516 △704 7,812 725 51,057 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区 分 注記 
番号 

金 額
(百万円) 

金 額
(百万円) 

金 額 
(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

 税金等調整前中間(当期)純利益   3,668 3,954 4,781

 減価償却費   2,017 2,020 4,278

 受取利息及び受取配当金   △151 △191 △242

 支払利息   250 232 503

 投資有価証券売却益   △292 △256 △645

 売上債権の増減額(増加：△)   △1,615 △2,194 △187

 たな卸資産の増減額(増加：△)   △1,151 △1,426 △1,657

 仕入債務の増減額(減少：△)   696 2,916 △227

 その他   △1,001 △553 △32

 小  計   2,420 4,500 6,569

 利息及び配当金の受取額   207 197 300

 利息の支払額   △279 △230 △535

 法人税等の支払額・還付額(支払：△)   △417 △150 △708

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,930 4,318 5,627

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

 有形固定資産の取得による支出   △3,179 △1,190 △5,351

 有形固定資産の売却による収入   25 ― 169

 投資有価証券の取得による支出   △305 △175 △872

 投資有価証券の売却による収入   426 358 853

 貸付金の回収による収入   2 2 5

 その他   △129 △35 △307

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,159 △1,040 △5,503

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

 短期借入金純増減額(減少：△)   3,942 △506 2,254

 長期借入れによる収入   2,100 102 4,731

 長期借入金の返済による支出   △1,840 △1,212 △4,311

 社債の償還による支出   △3,225 △300 △3,450

 配当金の支払額   △503 △401 △906

 少数株主への配当金の支払額   △17 △1 △17

 その他   △19 △19 714

財務活動によるキャッシュ・フロー   436 △2,338 △983

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   115 15 403

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   △676 954 △455

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,801 6,345 6,801

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 6,124 7,299 6,345

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１. 連結の範囲に関

する事項 

(イ)連結子会社の数 15社 

(連結子会社名) 

Takasago International 

Corporation (U.S.A.)、 

Takasago de Mexico S.A.  

de C.V.、 

Takasago Europe 

Perfumery 

Laboratory S.A.R.L.、 

Takasago Europe 

G.m.b.H.、 

Takasago International 

Chemicals (Europe) S.A.、

Takasago International  

(Singapore) Pte Ltd、 

上海高砂・鑑臣香料有限公

司、高砂香料(広州)有限公

司、株式会社高砂ケミカ

ル、高砂スパイス株式会

社、高栄産業株式会社、高

砂珈琲株式会社、高砂フー

ドプロダクツ株式会社、株

式会社高砂アロマス、株式

会社高砂インターナショナ

ルコーポレーション 

(イ)連結子会社の数 15社 

(連結子会社名) 

同左 

(イ)連結子会社の数 15社 

連結子会社名は、「第１

企業の概況 ４.関係会社

の状況」に記載しているた

め、省略しております。 

  

  (ロ)非連結子会社 14社 

(主要な非連結子会社名) 

高和産業株式会社、有限会

社高砂保険サービス、高砂

香料 (上海 )有限公司、

Takasago Import-Export 

Corporation 

(Philippines)、 

P.T.Takasago Indonesia、

Takasago International 

Corporation (Korea)、 

Takasago Fragrancias E 

Aromas Ltda  

(連結の範囲から除いた理

由) 

非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

(ロ)非連結子会社 14社 

(主要な非連結子会社名) 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(連結の範囲から除いた理

由) 

同左 

  

(ロ)非連結子会社 14社 

(主要な非連結子会社名) 

高和産業株式会社、有限会

社高砂保険サービス、高砂

香料 (上海 )有限公司、

Takasago Import-Export 

Corporation 

(Philippines)、 

P.T.Takasago Indonesia、

Takasago International 

Corporation (Korea)、 

Takasago Fragrancias E 

Aromas Ltda  

(連結の範囲から除いた理

由) 

非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２. 持分法の適用に

関する事項 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数 14社 

(主要な会社名) 

高和産業株式会社、有限会

社高砂保険サービス、高砂

香料(上海）有限公司、 

Takasago Import-Export 

Corporation 

(Philippines)、 

P.T.Takasago Indonesia、 

Takasago International 

Corporation (Korea)、 

Takasago Fragrancias 

E Aromas Ltda 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数 14社 

(主要な会社名) 

同左 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数 14社 

(主要な会社名) 

同左 

  (ロ)持分法適用の関連会社

数 ３社 

(会社名) 

南海果工株式会社、 

厦門華日食品有限公司、 

厦門華茗食品有限公司 

(ロ)持分法適用の関連会社

数 ３社 

(会社名) 

同左 

(ロ)持分法適用の関連会社

数 ３社 

(会社名) 

同左 

３. 連結子会社の中

間決算日(決算日)

等に関する事項 

連結子会社のうち、国内子

会社７社の中間決算日は９

月30日、在外子会社８社の

中間決算日は６月30日であ

ります。在外子会社の中間

決算日と中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては中間連結決算上必

要な調整を行っておりま

す。 

同左 連結子会社のうち、高砂ス

パイス株式会社、高砂フー

ドプロダクツ株式会社、株

式会社高砂インターナショ

ナルコーポレーション、株

式会社高砂ケミカル、高砂

珈琲株式会社、高栄産業株

式会社、株式会社高砂アロ

マスの決算日は３月31日、

Takasago International 

Corporation(U.S.A.)、 

Takasago Europe 

Perfumery Laboratory 

S.A.R.L.、 

Takasago International 

(Singapore)Pte Ltd及び他

５社は12月31日でありま

す。 

上記 

Takasago International  

Corporation(U.S.A.)、 

Takasago Europe  

Perfumery Laboratory 

S.A.R.L.、 

Takasago International 

(Singapore)Pte Ltd及び他

５社については12月31日現

在の決算財務諸表を採用し

ておりますが連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整

を行っております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４. 会計処理基準に

関する事項 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は、

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)によってお

ります。 

   時価のないもの 

   移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

  ② デリバティブ 

時価法によっており

ます。 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)によってお

ります。 

   時価のないもの 

      同左 

  

  

 ②  デリバティブ 

   同左  

   

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定)によっておりま

す。 

   時価のないもの 

      同左 

  

  

② デリバティブ 

   同左 

   ③ たな卸資産 

   先入先出法による低

価法によっておりま

す。 

 ③ たな卸資産 

      同左 

③ たな卸資産 

    同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 
 ① 有形固定資産 
   主として定率法によ

っております。ただ

し、在外連結子会社

については定額法が

採用されておりま

す。 

   なお、当社及び国内

連結子会社は、平成

10年４月１日以降に

取得した建物(建物

附属設備を除く)に

ついては、定額法を

採用しております。 

   主な耐用年数は、以

下のとおりでありま

す。 

建物及び 

構築物 
8～50年

機械装置 

及び運搬具 
2～15年

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 
 ① 有形固定資産 
   当社及び国内連結子

会社は、主として定
率法(ただし、平成
10年４月１日以降に
取得した建物(附属
設備を除く)は定額
法)を採用し、在外
連結子会社は主とし
て定額法を採用して
おります。 

   なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
ります。 
建物及び 

構築物 
8～50年

機械装置 

及び運搬具 
2～15年

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 
 ① 有形固定資産 
      同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法によっており

ます。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(５年)に

よっております。た

だし、金額が僅少な

ものについては、一

括費用処理しており

ます。 

 ② 無形固定資産 

   同左 

 ② 無形固定資産 

   同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を検

討し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   同左 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   同左 

   ②  ―――――  ② 役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備

えて、当連結会計年

度における支給見込

額の当中間連結会計

期間負担額を計上し

ております。 

  

   (会計方針の変更) 

   当中間連結会計期間

より「役員賞与に関

する会計基準」(企

業会計基準第４号

平成17年11月29日)

を適用しておりま

す。 

これにより営業利

益、経常利益及び税

金等調整前中間純利

益は、それぞれ28百

万円減少しておりま

す。 

   なお、セグメント情

報に与える影響は、

当該箇所に記載して

おります。 

 ②  ――――― 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10

年)による定額法に

より費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(10年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費

用処理しておりま

す。 

 ③ 退職給付引当金 

   同左 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10

年)による定額法に

より費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(10年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費

用処理しておりま

す。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退任による退

職慰労金の支払に備

えるために設定した

もので、規定に基づ

く中間期末要支給額

を計上しておりま

す。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

   国内連結子会社にお

いて、役員の退任に

よる退職慰労金の支

払に備えるために設

定したもので、規定

に基づく中間期末要

支給額を計上してお

ります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

   国内連結子会社にお

いて、役員の退任に

よる退職慰労金の支

払に備えるために設

定したもので、規定

に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。 

  (ニ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間

連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、収益及び費用は、

中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の

部における為替換算調

整勘定に含めておりま

す。 

(ニ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

なお、在外子会社等の

資産及び負債、収益及

び費用は、中間連結決

算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換

算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘

定及び少数株主持分に

含めて計上しておりま

す。 

(ニ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

なお、在外子会社等の

資産及び負債、収益及

び費用は、連結決算日

の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び

資本の部における為替

換算調整勘定に含めて

計上しております。 

  (ホ)重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。 

(ホ)重要なリース取引の処

理方法 

  同左 

(ホ)重要なリース取引の処

理方法 

  同左 



  

  

  前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ヘ)重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によ

っております。 

   為替予約等が付され

ている外貨建金銭債

権債務等について

は、振当処理を行っ

ております。 

   また、ヘッジ会計の

要件を満たす金利ス

ワップについては、

特例処理を採用して

おります。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   同左 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   外貨建金銭

債権債務 

金利スワッ

プ及び金利

オプション 

  借入金 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約ま

たは通貨オ

プション 

 外貨建金銭

債権債務 

金利スワッ

プ 
 
借入金 

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   外貨建金銭 

債権債務 

金利スワッ

プ 
  
借入金 

  

   ③ ヘッジ方針 

   ヘッジ取引に係る取

引権限及び取引限度

額を定めた社内ルー

ルに従って、取引の

実行・管理を行って

おります。 

 ③ ヘッジ方針 

   同左 

 ③ ヘッジ方針 

   同左 

   ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

   ヘッジ有効性評価

は、原則として年２

回、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段双方の相場

変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累

計額を基礎として行

っております。 

   ただし、ヘッジ対象

とヘッジ手段の資

産・負債に関する重

要な条件が同一であ

る場合には、ヘッジ

有効性評価を省略し

ております。 

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

   同左 

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

   同左 

  (ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(ト)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

    消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式

によっております。 

  消費税等の会計処理 

  同左 

  消費税等の会計処理 

  同左 



  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５. 中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

手許現金、要求払預金及び

取得日から３カ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３カ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 
なお、これによる損益に与える影響

はありません。 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用し

ております。 

なお、これによる損益に与える影

響はありません。 

―――――― 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準) 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。 
これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は50,332百万円であります。 
なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

―――――― 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、56,910百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、60,425百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、58,756百万円でありま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 当社の磐田工場の有形固定資

産 (建物、構築物、機械装

置、土地)は工場財団を設定

して下記のとおり債務の担保

に供しております。 

有形固定資産 

合計 
5,105百万円

同上に対する債務 

 短期借入金      1  〃  

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 当社の磐田工場の有形固定資

産 (建物、構築物、機械装

置、土地)は工場財団を設定

して下記のとおり債務の担保

に供しております。 

有形固定資産 

合計 
4,931百万円

同上に対する債務 

 短期借入金     1  〃  

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 当社の磐田工場の有形固定資

産 (建物、構築物、機械装

置、土地)は工場財団を設定

して下記のとおり債務の担保

に供しております。 

有形固定資産 

合計 
5,015百万円

同上に対する債務 

 短期借入金      1  〃  

 (2) 建物、土地のうち不動産抵当

として下記のとおり債務の担

保に供しております。 

建物 2,207百万円

土地      6  〃  

同上に対する債務 

 長期借入金  1,985  〃  
 (うち１年以内 
 に返済予定分) 

 (144  〃)

 (2) 建物、土地のうち不動産抵当

として下記のとおり債務の担

保に供しております。 

建物 2,259百万円

土地      6  〃  

同上に対する債務 

 長期借入金 1,841  〃  
 (うち１年以内
 に返済予定分)

(194  〃)

 (2) 建物、土地のうち不動産抵当

として下記のとおり債務の担

保に供しております。 

建物 2,335百万円

土地      6  〃 

同上に対する債務 

 長期借入金  1,888  〃  
(うち１年以内 
 に返済予定分) 

 (144  〃) 

 ３ 保証債務 

  下記関係会社等の金融機関から

の借入等に対し、債務保証を行

っております。 

   このほかに、下記関係会社の 

   金融機関の支払保証に対し、 

   保証予約をしております。 

南海果工㈱ 749百万円

 (実質負担額)   (374  〃) 

Takasago 

Fragrancias E 

Aromas Ltda 

    23  〃  

  

  

従業員    176  〃  

 計    948  〃  

Takasago 

International 

(Italia)S.R.L. 

4百万円

 

 

 ３ 保証債務 

   下記関係会社等の金融機関か

らの借入等に対し、債務保証を

行っております。 

   このほかに、下記関係会社の 

   金融機関の支払保証に対し、 

   保証予約をしております。 

南海果工㈱ 694百万円

 (実質負担額)   (346  〃)

Takasago 

Fragrancias E 

Aromas Ltda 

    12  〃  

  

  

従業員    127  〃  

 計    834  〃  

Takasago 

International 

(Italia)S.R.L.

4百万円

 

 

 ３ 保証債務 

  下記関係会社等の金融機関から

の借入等に対し、債務保証を行

っております。 

   このほかに、下記関係会社の 

   金融機関の支払保証に対し、 

   保証予約をしております。 

南海果工㈱ 805百万円

 (実質負担額)   (402  〃) 

Takasago 

Fragrancias E 

Aromas Ltda 

    28  〃 

  

  

従業員    151  〃 

 計    985  〃 

Takasago 

International 

(Italia)S.R.L. 

4百万円

 

 

 ４ 受取手形（輸出手形）割引高

は、２百万円であります。 

 ４   ――――――  ４ 受取手形（輸出手形）割引高

は、２百万円であります。 

※５   ―――――― ※５ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

   なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれております。 

 受取手形 305百万円

 支払手形 783 〃 

※５   ―――――― 



  

  

(中間連結損益計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※６ 特定融資枠契約 

  当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

８行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

  当該契約に基づく当中間連結会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

特定融資枠 
契約の総額 

 
5,000百万円

借入実行残高  3,100  〃 

差引額  1,900  〃 

※６ 特定融資枠契約 

  当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

７行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

  当該契約に基づく当中間連結会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

特定融資枠 
契約の総額 5,000百万円

借入実行残高     ―  〃 

差引額  5,000  〃 

※６ 特定融資枠契約 

  当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

７行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

  当該契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

特定融資枠 
契約の総額 

 
5,000百万円

借入実行残高     ―  〃 

差引額  5,000  〃 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主な費目及び金額は次のとお

りであります。 
 給料及び 
 手当 

3,266百万円

 荷造運賃 
 及び保管料 

     964  〃 

 福利厚生費      632  〃 

 研究開発費    3,784  〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主な費目及び金額は次のとお

りであります。 
 給料及び
 手当 

3,388百万円

 荷造運賃
 及び保管料

     992  〃 

 福利厚生費     614  〃 

 研究開発費   4,062  〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主な費目及び金額は次のとお

りであります。 
給料及び
 手当 

6,629百万円

荷造運賃
 及び保管料 

   1,881  〃 

福利厚生費    1,197  〃 

研究開発費    7,853  〃 

  ※研究開発費については、複合

科目として集計しておりま

す。なお、製造費用に含まれ

る研究開発費はありません。 

   同左    同左 

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 
機械装置及び 
運搬具 

0百万円

土地     8  〃 

計   8 〃 

※２   ―――――― 

  

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 
機械装置及び 
運搬具 

1百万円

工具器具備品     1  〃 

土地     8  〃 

計   10 〃 

※３ 固定資産処分損の内容は、次

のとおりであります。 
建物及び 
構築物 

13百万円

機械装置及び 
運搬具 

   12  〃 

工具器具備品     4  〃 

計    30  〃 

※３ 固定資産処分損の内容は、次

のとおりであります。 
建物及び
構築物 

7百万円

機械装置及び
運搬具 

   15  〃 

工具器具備品    11  〃 

計    34  〃 

※３ 固定資産処分損の内容は、次

のとおりであります。 

   その他は子会社TIC(USA)の所

有するシカゴ工場の固定資産

処分損であります。 

建物及び
構築物 

18百万円

機械装置及び 
運搬具 

   36  〃 

工具器具備品     9  〃 

その他   269  〃 

計   332  〃 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

３．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

  

次へ 

  
前連結会計年度末 

株式数 
(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数 
(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数 
(株) 

当中間連結会計 
期間末株式数 
(株) 

発行済株式         

 普通株式 100,761,988 ― ― 100,761,988 

合 計 100,761,988 ― ― 100,761,988 

自己株式         

 普通株式 263,870 19,523 838 282,555 

合 計 263,870 19,523 838 282,555 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加19,523株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少838株は、

単元未満株式の買増請求による減少であります。 

 (決 議) 株式の種類 
配当金の 
総 額 

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 402百万円 ４円 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 (決 議) 株式の種類 
配当金の 
総 額 

配当の原資
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年11月７日 
取締役会 

普通株式 402百万円 利益剰余金 ４円 平成18年９月30日 平成18年12月５日 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 当中間連結会計期間における

現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額

との関係 
現金及び預金 
勘定 

6,163百万円

預入期間が３ 
カ月を超える 
定期預金 

△39  〃 

現金及び 
現金同等物 

6,124  〃 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  
現金及び預金
勘定 

7,338百万円

預入期間が３
カ月を超える 
定期預金 

△39  〃 

現金及び
現金同等物 

7,299  〃 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

  
現金及び預金 
勘定 

6,384百万円

預入期間が３ 
カ月を超える 
定期預金 

△39  〃 

現金及び
現金同等物 

6,345  〃 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
  
  

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

577 243 334

工具器具 
備品 1,168 684 483

合 計 1,745 928 817

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
  
  

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

559 269 290

工具器具 
備品 1,050 638 411

合 計 1,609 907 701

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
  

取得
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

633 324 308

工具器具
備品 1,250 797 452

合 計 1,884 1,122 761

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

  同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１ 年 内 269百万円

１ 年 超 548  〃 

 合 計 817  〃 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１ 年 内 246百万円

１ 年 超 455  〃 

 合 計 701  〃 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１ 年 内 258百万円

１ 年 超 502  〃 

 合 計 761  〃 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

③ 支払リース料(減価償却費相当

額) 

156百万円 

③ 支払リース料(減価償却費相当

額) 

142百万円 

③ 支払リース料(減価償却費相当

額) 

307百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１.その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

(注) その他有価証券で時価のない株式について13百万円減損処理を行っております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１.その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

Ⅲ 前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１.その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

(注) その他有価証券で時価のない株式について13百万円減損処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 
  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

  株式 3,855 16,990 13,135 

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

子会社及び関連会社株式 453 

その他有価証券   

  非上場株式 252 

合計 705 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

  株式 4,419 18,782 14,362 

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

子会社及び関連会社株式 438 

その他有価証券   

  非上場株式 255 

合計 693 

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

  株式 4,365 20,259 15,894 

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

子会社及び関連会社株式 417 

その他有価証券   

  非上場株式 238 

合計 655 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
香料事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 51,816 804 52,620 ― 52,620 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 149 149 (149) ―

計 51,816 954 52,770 (149) 52,620 

 営 業 費 用 49,200 231 49,431 (149) 49,281 

 営 業 利 益 2,615 723 3,338 ― 3,338 

  
香料事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 54,357 799 55,156 ― 55,156 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 149 149 (149) ―

計 54,357 948 55,305 (149) 55,156 

 営 業 費 用 51,393 213 51,607 (149) 51,458 

 営 業 利 益 2,963 734 3,698 ― 3,698 

  
香料事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 104,117 1,604 105,721 ― 105,721 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 299 299 (299) ―

計 104,117 1,904 106,021 (299) 105,721 

 営 業 費 用 100,884 469 101,354 (299) 101,054 

 営 業 利 益 3,232 1,434 4,666 ― 4,666 

(注) １．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

(1) 香料事業………清涼飲料、アイスクリームなどの冷菓、キャンディー、ガム、スナック、 

調理加工食品(冷凍食品、スープ、調味料)、タバコなどに使用されるフレーバ

ー、 

石鹼、洗剤、香粧品、芳香剤などに使用されるフレグランス、 

          メントール、ムスクなどのアロマケミカル、 

         医農薬中間体や写真感光剤などのファインケミカル及びその関連商品 

(2) その他の事業…不動産賃貸収入 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当中間

連結会計期間の営業費用は、香料事業において28百万円増加、営業利益が同額減少しております。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

 売 上 高               

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

36,821 7,883 5,868 2,047 52,620 ― 52,620

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2,008 1,526 562 42 4,139 (4,139) ―

計 38,829 9,409 6,430 2,090 56,760 (4,139) 52,620 

 営 業 費 用 36,339 9,163 6,020 1,948 53,471 (4,190) 49,281 

 営 業 利 益 2,490 246 410 141 3,288 50 3,338 

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

 売 上 高               

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

36,767 8,826 6,746 2,815 55,156 ― 55,156

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2,448 512 646 36 3,644 (3,644) ―

計 39,216 9,339 7,393 2,851 58,800 (3,644) 55,156 

 営 業 費 用 36,807 8,886 6,964 2,550 55,209 (3,751) 51,458 

 営 業 利 益 2,409 452 428 300 3,591 106 3,698 

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

 売 上 高               

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

71,599 17,536 11,768 4,816 105,721 ― 105,721

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

4,824 2,747 1,070 94 8,737 (8,737) ―

計 76,424 20,284 12,838 4,911 114,458 (8,737) 105,721 

 営 業 費 用 73,433 19,488 12,270 4,508 109,701 (8,647) 101,054 

 営 業 利 益 2,990 795 567 402 4,756 (89) 4,666 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……………………米国、メキシコ 

(2) 欧州……………………フランス、ドイツ、スペイン 

(3) アジア…………………シンガポール、中国 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当中間

連結会計期間の営業費用は、日本において28百万円増加、営業利益が同額減少しております。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………………米国、カナダ、メキシコ 

(2) 欧州………………………フランス、ドイツ、スペイン、英国、イタリア 

(3) アジア……………………シンガポール、中国、インドネシア、韓国、フィリピン、台湾 

(4) その他の地域……………ブラジル、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,923 5,887 3,344 723 16,879 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         52,620 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

13.2 11.2 6.4 1.4 32.1

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,685 6,678 4,123 861 20,348 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         55,156 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

15.7 12.1 7.5 1.6 36.9

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 16,464 11,780 7,392 1,234 36,872 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         105,721 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

15.6 11.1 7.0 1.2 34.9



(１株当たり情報) 

  

  

  

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 454円72銭 １株当たり純資産額 500円92銭 １株当たり純資産額 484円35銭

１株当たり中間純利益金額 23円02銭 １株当たり中間純利益金額 27円83銭 １株当たり当期純利益金額 28円46銭

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

２．１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

1株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益(百万円) 2,313 2,796 2,907 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

― ― 47 

(うち利益処分による役員賞与金
(百万円）) 

(―) (―) (47) 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益（百万円） 

2,313 2,796 2,860 

普通株式の 
期中平均株式数(千株） 

100,523 100,488 100,514 

  
前中間連結会計期間末
平成17年９月30日 

当中間連結会計期間末
平成18年９月30日 

前連結会計年度末 
平成18年３月31日 

純資産の部の合計額(百万円) ― 51,057 ― 

純資産の部の合計額から控除する金
額(百万円) 

― 725 ― 

(うち少数株主持分) ― (725) ― 

普通株式に係る中間期末の純資産額
(百万円) 

― 50,332 ― 

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末の普通株式の数(千株)

― 100,479 ― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金   2,172    2,122   1,460    

 ２ 受取手形 ※４ 2,423    2,356   1,906    

 ３ 売掛金   12,905    14,683   13,384    

 ４ たな卸資産   14,948    15,366   14,490    

 ５ その他   1,810    1,485   1,468    

   貸倒引当金   △2    △5   △2    

   流動資産合計     34,258 36.3  36,009 36.6   32,708 33.8

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産 ※１ 
※２         

  (1) 建物   10,327    10,154   10,417    

  (2) 機械及び装置   5,931    5,365   5,536    

  (3) その他   5,189    5,041   4,868    

        計   21,448    20,561   20,822    

 ２ 無形固定資産   141    241   180    

 ３ 投資その他の資産                

  (1) 投資有価証券   28,239    30,015   31,486    

  (2) 出資金   10,275    10,025   10,002    

  (3) その他   1,346    1,603   1,638    

    貸倒引当金   △86    △95   △112    

    投資評価引当金   △1,171    ―   ―    

        計   38,603    41,549   43,015    

   固定資産合計     60,193 63.7  62,353 63.4   64,017 66.2

   資産合計     94,452 100.0  98,362 100.0   96,726 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

 １ 支払手形 ※４ 2,668    3,561   2,205    

 ２ 買掛金   7,013    8,010   6,329    

 ３ 短期借入金 ※２ 
※６ 16,380   14,641 14,741   

 ４ 一年以内に償還予定の 
   社債   450   600 600   

 ５ 未払法人税等   148    1,038   171    

 ６ その他 ※５ 4,305    4,718   4,259    

   流動負債合計     30,965 32.8  32,570 33.1   28,307 29.2

Ⅱ 固定負債                

 １ 社債   1,825    1,900   2,200    

 ２ 長期借入金 ※２ 8,588    8,522   9,742    

 ３ 繰延税金負債   1,769    2,762   3,342    

 ４ 退職給付引当金   8,332    8,138   8,306    

 ５ 預り保証金   1,540    951   1,539    

   固定負債合計     22,054 23.3  22,274 22.7   25,130 26.0

   負債合計     53,020 56.1  54,844 55.8   53,438 55.2

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     9,248 9.8  ― ―   9,248 9.6

Ⅱ 資本剰余金                

 １ 資本準備金   8,355    ―   8,355    

 ２ その他資本剰余金   1    ―   1    

   資本剰余金合計     8,357 8.9  ― ―   8,357 8.6

Ⅲ 利益剰余金                

 １ 利益準備金   1,905    ―   1,905    

 ２ 任意積立金   3,116    ―   3,116    

 ３ 中間(当期)未処分利益   11,140    ―   11,375    

   利益剰余金合計     16,162 17.1  ― ―   16,396 17.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     7,747 8.2 ― ―   9,377 9.7

Ⅴ 自己株式     △83 △0.1  ― ―   △92 △0.1

   資本合計     41,431 43.9  ― ―   43,287 44.8

   負債資本合計     94,452 100.0  ― ―   96,726 100.0

                      



  

  
  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額
(百万円) 

構成比
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

 １ 資本金     ― ―  9,248 9.4   ― ―

 ２ 資本剰余金                

  (1) 資本準備金   ―    8,355   ―    

  (2) その他 
    資本剰余金   ―   1 ―   

   資本剰余金合計     ― ―  8,357 8.5   ― ―

 ３ 利益剰余金                

  (1) 利益準備金   ―    1,905   ―    

  (2) その他 
    利益剰余金           

    配当準備金   ―    470   ―    

    研究開発積立金   ―    320   ―    

    固定資産圧縮積立金   ―    579   ―    

    別途積立金   ―    1,714   ―    

    繰越利益剰余金   ―    12,563   ―    

   利益剰余金合計     ― ―  17,553 17.8   ― ―

 ４ 自己株式     ― ―  △103 △0.1   ― ―

   株主資本合計     ― ―  35,055 35.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

 １ その他有価証券 
   評価差額金     ― ― 8,463 8.6   ― ―

   評価・換算差額等 
   合計     ― ― 8,463 8.6   ― ―

   純資産合計     ― ―  43,518 44.2   ― ―

   負債純資産合計     ― ―  98,362 100.0   ― ―

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

百分比
(％) 

金 額
(百万円) 

百分比
(％) 

金 額 
(百万円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     29,776 100.0  30,350 100.0   58,365 100.0

Ⅱ 売上原価     20,668 69.4  21,105 69.5   41,716 71.5

   売上総利益     9,108 30.6  9,244 30.5   16,649 28.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     7,160 24.1  7,223 23.8   14,570 24.9

   営業利益     1,947 6.5  2,021 6.7   2,078 3.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   673 2.3  639 2.1   1,145 1.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   203 0.7  200 0.7   436 0.7

   経常利益     2,417 8.1  2,459 8.1   2,787 4.8

Ⅵ 特別利益 ※３   300 1.0  267 0.9   1,825 3.1

Ⅶ 特別損失 ※４   37 0.1  29 0.1   436 0.7

   税引前中間(当期) 
   純利益     2,681 9.0 2,698 8.9   4,175 7.2

   法人税、住民税及び 
   事業税   45   949 74   

   法人税等調整額   1,065 1,111 3.7 150 1,100 3.6 1,895 1,969 3.4

   中間(当期)純利益     1,569 5.3  1,598 5.3   2,206 3.8

   前期繰越利益     9,570   ―    9,570  

   中間配当額     ―   ―    402  

   中間(当期)未処分利益     11,140   ―    11,375  

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 （注）固定資産圧縮積立金の取崩の内21百万円、剰余金の配当△402百万円、役員賞与△39百万円は 

    平成18年６月の定時株主総会における利益処分による増減であります。 

  

株主資本 

資 
本 
金 

資本剰余金 利益剰余金

自 
己 
株 
式 

株
主 
資 
本 
合 
計 

資
本 
準 
備 
金 

そ 
の 
他 
資 
本 
剰 
余 
金 

資 
本 
剰 
余 
金 
合 
計 

利
益 
準 
備 
金 

その他利益剰余金

利 
益 
剰 
余 
金 
合 
計 

配
当 
準 
備 
金 

研
究 
開 
発 
積 
立 
金 

固
定 
資 
産 
圧 
縮 
積 
立 
金 

別
途 
積 
立 
金 

繰
越 
利 
益 
剰 
余 
金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 9,248 8,355 1 8,357 1,905 470 320 611 1,714 11,375 16,396 △92 33,909 

中間会計期間中の変動額                           

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩(注)               △31   31 ―   ― 

 剰余金の配当(注)                   △402 △402   △402 

 役員賞与(注)                   △39 △39   △39 

 中間純利益                   1,598 1,598   1,598 

 自己株式の取得                       △11 △11 

 自己株式の処分     0 0               0 0 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
(純額) 

        
        

  
  

      

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) ― ― 0 0 ― ― ― △31 ― 1,188 1,156 △10 1,145 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 9,248 8,355 1 8,357 1,905 470 320 579 1,714 12,563 17,553 △103 35,055 

  

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 

評価・ 
換算 
差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 9,377 9,377 43,287 

中間会計期間中の変動額      

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩(注)    ― 

 剰余金の配当(注)    △402 

 役員賞与(注)    △39 

 中間純利益    1,598 

 自己株式の取得    △11 

 自己株式の処分    0 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
(純額) 

△914 △914 △914 

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) △914 △914 231 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 8,463 8,463 43,518 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

  移動平均法による原価

法によっております。 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定)によっておりま

す。 

  時価のないもの 

   移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

    同左 

  

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定)によっておりま

す。 

  時価のないもの 

   同左 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

  同左 

  

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は、全部資本

直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定)によっておりま

す。 

  時価のないもの 

   同左 

  (2) たな卸資産 

  先入先出法による低価

法によっております。 

(2) たな卸資産 

  同左 

(2) たな卸資産 

  同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 

       8～50年 

機械装置及び 

車両運搬具  2～15年 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備

を除く)については定

額法)を採用しており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物及び 

構築物 

 

8～50年

機械装置及び

車両運搬具 

 

2～15年

(1) 有形固定資産 

  同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間（５年）によって

おります。ただし、金

額が僅少なものについ

ては、一括費用処理し

ております。 

(2) 無形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を検討し、回収不能
見込額を計上しており
ます。 

(1) 貸倒引当金 
  同左 

(1) 貸倒引当金 
  同左 

  (2)  ―――――― (2) 役員賞与引当金 
  役員賞与の支出に備え
て、当事業年度におけ
る支給見込額の当中間
会計期間負担額を計上
しております。 

  
  (会計方針の変更) 
  当中間会計期間より、
「役員賞与に関する会
計基準(企業会計基準
第４号 平成17年11月
29日)を適用しており
ます。 

  これにより営業利益、
経常利益及び税引前中
間純利益は、それぞれ
25百万円減少しており
ます。 

(2)  ―――――― 

  (3) 投資評価引当金 
  子会社等の投資額の減
少に備えるために設定
したもので、投資先の
財政状態の実情を勘案
し、個別検討による必
要額を計上しておりま
す。 

(3)  ―――――― 
  

(3)  ―――――― 
  

  (4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による
定額法により費用処理
しております。 

  数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による
定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理
しております。 

(4) 退職給付引当金 
  同左 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき計上してお
ります。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による
定額法により費用処理
しております。 

  数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による
定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理
しております。 



  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４．外貨建の資産及び
負債の本邦通貨へ
の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してお
ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期
末日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。 

５．リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会
計処理は税抜方式によって
おります。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響

はありません。 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響

はありません。 

―――――― 
  
（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 
  
当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は43,518百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――――― 



      
注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、38,984百万円でありま
す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、41,132百万円でありま
す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、40,257百万円でありま
す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 
(1) 磐田工場の有形固定資産(建
物、構築物、機械装置、土地)
は工場財団を設定して下記のと
おり債務の担保に供しておりま
す。 

  有形固定資産 
  合計 

5,105百万円

  同上に対する債務 
   短期借入金        1  〃  

(1) 磐田工場の有形固定資産(建
物、構築物、機械装置、土地)
は工場財団を設定して下記のと
おり債務の担保に供しておりま
す。 

  有形固定資産
  合計 

4,931百万円

  同上に対する債務
   短期借入金       1  〃  

(1) 磐田工場の有形固定資産(建
物、構築物、機械装置、土地)
は工場財団を設定して下記のと
おり債務の担保に供しておりま
す。 
 有形固定資産
  合計 

5,015百万円

 同上に対する債務 
短期借入金        1  〃  

(2) 建物、土地のうち不動産抵当と
して下記のとおり債務の担保に
供しております。 

  同上に対する債務 

  建物 2,207百万円
  土地        6  〃 

   長期借入金  1,985  〃 
  (うち１年以内

に返済予定分) 
  (144  〃)

(2) 建物、土地のうち不動産抵当と
して下記のとおり債務の担保に
供しております。 

  同上に対する債務 

  建物 2,259百万円
  土地       6  〃

   長期借入金 1,841  〃
  (うち１年以内

に返済予定分) 
 (194  〃)

(2) 建物、土地のうち不動産抵当と
して下記のとおり債務の担保に
供しております。 

  同上に対する債務 

建物 2,335百万円
土地        6  〃 

長期借入金  1,888  〃 
(うち１年以内
に返済予定分) 

  (144  〃) 

 ３ 保証債務 
   下記関係会社等の金融機関か 
   らの借入等に対し、債務保証 
   を行っております。 
高砂珈琲㈱ 750百万円
高栄産業㈱ 920  〃 
㈱高砂インターナショ
ナルコーポレーション 

5,371  〃 

南海果工㈱ 
(実質負担額) 

749  〃 
(374  〃) 

Takasago  
International 
Corporation (U.S.A.) 

2,285  〃 

Takasago Europe 
G.m.b.H. 

   2  〃 

上海高砂・鑑臣香料 
有限公司 

164  〃 

Takasago Fragrancias 
E Aromas Ltda 

23  〃 

Takasago Europe  
Perfumery Laboratory 
S.A.R.L. 

139  〃 

従業員 176  〃 
計 10,582  〃 

 ３ 保証債務
   下記関係会社等の金融機関か 
   らの借入等に対し、債務保証 
   を行っております。 
㈱高砂ケミカル 600百万円
高砂珈琲㈱ 850  〃
高栄産業㈱ 590  〃
㈱高砂インターナショ
ナルコーポレーション

5,631  〃

南海果工㈱ 
(実質負担額) 

694  〃
(346  〃) 

Takasago  
International 
Corporation (U.S.A.)

1,426  〃

Takasago Europe
G.m.b.H. 

12  〃

上海高砂・鑑臣香料
有限公司 

176  〃

Takasago Fragrancias 
E Aromas Ltda 

12  〃

Takasago Europe 
Perfumery Laboratory 
S.A.R.L. 

153  〃

従業員 127  〃
計 10,275  〃

３ 保証債務
   下記関係会社等の金融機関か 
   らの借入等に対し、債務保証 
   を行っております。 
高砂珈琲㈱ 850百万円
高栄産業㈱ 620  〃 
㈱高砂インターナショ 
ナルコーポレーション 

5,504  〃 

南海果工㈱
 (実質負担額) 

805  〃 
(402  〃) 

Takasago 
International 
Corporation(U.S.A.) 

1,433  〃 

Takasago 
Fragrancias E 
Aromas Ltda 

28  〃 

上海高砂・鑑臣香料有
限公司 

172  〃 

Takasago Europe 
Perfumery 
Laboratory S.A.R.L. 

146  〃 

Takasago Europe 
G.m.b.H. 

12  〃 

㈱高砂ケミカル 400  〃 
従業員 151  〃 

計 10,124  〃 
   このほかに下記関係会社の金
   融機関からの借入等に対し、 
   保証予約を行っております。 

   このほかに下記関係会社の金
   融機関からの借入等に対し、 
   保証予約を行っております。 

  このほかに下記関係会社の金
   融機関からの借入等に対し、 
   保証予約を行っております。 

㈱高砂ケミカル 200百万円
高砂スパイス㈱ 60  〃 
高砂珈琲㈱ 150  〃 
Takasago Europe 
Perfumery 
Laboratory S.A.R.L. 

272  〃 

Takasago  
International 
(Italia) S.R.L. 

4  〃 

Takasago  
International  
(Singapore)Pte Ltd 

5  〃 

計 691  〃 

高砂スパイス㈱ 100百万円
Takasago  
International 
(Italia) S.R.L. 

4  〃

Takasago  
International  
(Singapore)Pte Ltd 

5  〃

計 110  〃

高砂スパイス㈱ 100百万円
Takasago 
International 
(Italia) S.R.L. 

4  〃 

Takasago 
International 
(Singapore)Pte Ltd 

5  〃 

計 110  〃 



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※４   ―――――― ※４ 中間会計期間末日満期手形の
会計処理については、手形交
換日をもって決済処理してお
ります。 

   なお、当中間会計期間の末日
は金融機関の休日であったた
め、次の満期手形が中間会計
期間末日残高に含まれており
ます。 
 受取手形 291百万円
 支払手形 727  〃

※４   ―――――― 
  

※５ 消費税等の取扱い 
   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺しており、流動負
債の「その他」に含めて表示
しております。 

※５ 消費税等の取扱い
      同左 

※５   ―――――― 
  

※６ 特定融資枠契約 
   当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行８行と
特定融資枠契約を締結してお
ります。 

   当該契約に基づく当中間会計
期間末の借入未実行残高は次
のとおりであります。 
特定融資枠 
契約の総額 

 
5,000百万円

借入実行残高 3,100  〃 
差引額 1,900  〃 

※６ 特定融資枠契約
   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引
銀行７行と特定融資枠契約を
締結しております。 

   当該契約に基づく当中間会計
期間末の借入未実行残高は次
のとおりであります。 
特定融資枠
契約の総額 5,000百万円
借入実行残高 ―  〃
差引額 5,000  〃

※６ 特定融資枠契約 
   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引
銀行７行と特定融資枠契約を
締結しております。 

   当該契約に基づく当事業年度
末の借入未実行残高は次のと
おりであります。 
特定融資枠
契約の総額 

 
5,000百万円

借入実行残高 ―  〃 
差引額 5,000  〃 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主なもの 

受取利息 4百万円

受取配当金 299  〃 

関係会社受取手数料 133  〃 

為替差益 64  〃 

※１ 営業外収益の主なもの 

受取利息 7百万円

受取配当金 309  〃 

関係会社受取手数料 145  〃 

為替差益 41  〃 

※１ 営業外収益の主なもの 

受取利息 10百万円

受取配当金 367  〃 

関係会社受取手数料 292  〃 

為替差益 164  〃 

※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 139百万円

社債利息 17  〃 

※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 131百万円

社債利息 14  〃 

※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 276百万円

社債利息 26  〃 

※３ 特別利益の主なもの 

投資有価証券売却益 292百万円

※３ 特別利益の主なもの 

投資有価証券売却益 256百万円

※３ 特別利益の主なもの 

投資有価証券売却益 645百万円

※４ 特別損失の主なもの 

 固定資産処分損 
 (うち除却損) 

23百万円
(23  〃) 

※４ 特別損失の主なもの 

 固定資産処分損
 (うち除却損) 

29百万円
(29  〃) 

※４ 特別損失の主なもの 

固定資産処分損
 (うち除却損) 

41百万円
(41  〃) 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,280百万円

無形固定資産 11  〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,176百万円

無形固定資産 17  〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,658百万円

無形固定資産 25  〃 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  
前事業年度末 
株式数 (株) 

当中間会計期間
増加株式数 (株) 

当中間会計期間
減少株式数 (株) 

当中間会計期間末 
株式数 (株) 

自己株式     

 普通株式 205,112 19,523 838 223,797

合 計 205,112 19,523 838 223,797

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加19,523株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少838株は、

単元未満株式の買増請求による減少であります。 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 141 38 102 

その他 853 520 332 

合 計 994 559 434 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 141 62 78 

その他 773 457 315 

合 計 914 520 393 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び
装置 141 50 90 

その他 918 595 323 

合 計 1,059 646 413 

なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 153百万円 

 １年超 281 〃 

 合計 434 〃 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 140百万円 

 １年超 253 〃 

 合計 393 〃 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 １年内 145百万円 

 １年超 267 〃 

 合計 413 〃 

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

③ 支払リース料(減価償却費相当

額) 

89百万円 

③ 支払リース料(減価償却費相当

額) 

81百万円 

③ 支払リース料(減価償却費相当

額) 

175百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



(１株当たり情報) 
  

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２．１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成18年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(注) 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払っております。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 411円96銭 １株当たり純資産額 432円86銭 １株当たり純資産額 430円08銭

１株当たり中間純利益金額 15円61銭 １株当たり中間純利益金額 15円90銭 １株当たり当期純利益金額 21円55銭

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益
金額 

  

中間(当期)純利益 
(百万円) 

1,569 1,598 2,206 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 39 

(うち利益処分による 
役員賞与金（百万円）） 

(―) (―) (39) 

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円） 

1,569 1,598 2,166 

普通株式の 
期中平均株式数（千株） 

100,582 100,547 100,573 

  
前中間連結会計期間末
平成17年９月30日 

当中間連結会計期間末
平成18年９月30日 

前連結会計年度末 
平成18年３月31日 

純資産の部の合計額(百万円) ― 43,518 ― 

純資産の部の合計額から 
控除する金額(百万円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間期末の 
純資産額(百万円) 

― 43,518 ― 

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた中間期末の 
普通株式の数（千株） 

― 100,538 ― 

(1) 中間配当による配当金の総額………………………… 402百万円 

(2) １株当たりの金額……………………………………… ４円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日……………… 平成18年12月５日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書及びその添付書類 
 (事業年度 (第80期) 自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月９日

高砂香料工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高砂香

料工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、高砂香料工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  齊  藤  文  男  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  富  永  貴  雄  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月15日

高砂香料工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高砂香

料工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、高砂香料工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  齊  藤  文  男  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  富  永  貴  雄  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月９日

高砂香料工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高砂香

料工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、高砂香料工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  齊  藤  文  男  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  富  永  貴  雄  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月15日

高砂香料工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高砂香

料工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、高砂香料工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  齊  藤  文  男  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  富  永  貴  雄  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 
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